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低出生体重児に発症する注意障害は正期産児ＡＤＨＤとは異なるのか？
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研究成果の概要（和文）：超早産児（VP）および超低出生体重児（VLBW）として出生したと注意欠陥多動性障害
（ADHD）児の間でWISC-IV）のプロファイルを比較し、VLBW／VP児に特有の神経認知特性を特定した。 本研究の
VLBW／VP群は、出生体重1,500g未満、妊娠32週未満の小学1～3年生50人（男19人、女31人）である。ADHD群は、
小学1～3年生18名（男性13名、女性5名）を対象とした。WISC-IVのプロフィールをVLBW／VP群とADHD群で比較し
た。WISC-IVプロファイルは、グループ間で同様のパターンを示し、VLBW／VPグループはADHDグループよりもキ
ャンセル課題のスコアが低かった。

研究成果の概要（英文）：We compared the profile of WISC-IV between Japanese schoolchildren born with
 very preterm (VP) and very low birthweight (VLBW) and those with attention deficit hyperactivity 
disorder (ADHD), and to identify the specific neurocognitive characteristics of VLBW/VP children. 
The VLBW/VP group in the present study included 50 (19 male, 31 female) first- to third-grade 
elementary school children born with birthweights <1,500 g and <32 gestational weeks. The ADHD group
 included 18 (13 male, 5 female) first- to third-grade elementary school children. Full-scale 
intelligence quotient scores, four indices, and 12 subtests of the WISC-IV were calculated for all 
participants and compared between the VLBW/VP and ADHD groups. The WISC-IV profiles showed similar 
between-group patterns, and the VLBW/VP group had lower cancellation task scores than the ADHD 
group. The WISC-IV profiles showed similar between-group patterns, and the VLBW/VP group had lower 
cancellation task scores than the ADHD group.

研究分野： 小児高次脳機能
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研究成果の学術的意義や社会的意義
ADHDと低出生体重児として出生した児の認知機能の比較は報告がない。今回の検討では視覚性キャンセレーショ
ン課題である絵の抹消課題の評価点に差がみられ、ADHDの不注意症状と早産児・低出生体重児の不注意症状は認
知的に異なることがわかった。早産児・低出生体重児は作業の遅さや視覚情報処理能力の低下が報告されてお
り、絵の抹消課題の評価点に
低出生体重児の認知機能に低下が見られたことは矛盾しないと考えた。不注意症状は学校の成績や学習技能に影
響が大きく、学習支援の方法を検討する上で、重要な結果が得られたと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
低出生体重(LBW)児に、注意障害や注意欠如多動症(ADHD)が高率であることが指摘されている。

過去の報告や脳機能画像検査より、LBW 児は一般と比較して注意障害や ADHD が発症しやすく、
経過や病態も一般と異なる可能性があるが、LBW 児に認める注意障害と ADHD に認める認知機能
を正期産で出生し、LBW 児ではない一般 ADHD との違いを認知機能検査で比較検討した研究は現
在までにない。 
 
２．研究の目的 
注意障害や ADHD を発症している小児は、定型発達児に比較して、学力の低下や自己肯定感の

低下をきたしやすく、早期の発見と、適切な学習支援が必要である。しかし、LBW 児に認める注
意障害や ADHD が一般の ADHD と臨床的特徴が異なるため、LBW 児に認める注意障害や ADHD を従
来の ADHD 評価尺度では正しく診断できないためだと考えた。 
今回の研究では『学童期 LBW 児の注意障害』の病態を一般の ADHD と比較し、本疾患概念を明ら
かにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
本研究では、超早産児（VP）および超低出生体重児（VLBW）として出生した小児（VP/VLBW 児）
と正期産、低出生体重児でない小児で ADHD の診断をされている児（ADHD 児）を対象とした。
VP/VLBW 児からなる VLBW／VP 群は、2008 年 1 月～2013 年 2 月に大阪医科薬科大学病院および済
生会吹田病院で出生体重 1,500g 未満、妊娠 32週未満の小学 1年生～中学 3年生 50 名（男性 19
名、女性 31 名）である。ADHD 児からなる ADHD 群は、2019 年 1 月～2021 年 10 月に大阪医科薬
科大学病院を受診した小学 1～3年生 18名（男性 13名、女性 5名）を対象とした。各グループ
の対象について Wechsler Intelligence Scale for Children Fourth Edition (WISC-IV)のフル
スケール知能指数スコア、4つの指標、12の下位テストを算出し、VLBW／VP 群と ADHD 群の間で
比較した。患者の臨床歴が VLBW／VP 群におけるキャンセル課題の低スコアと関連しているかど
うかを評価した。 
 
４．研究成果 
VP/VLBW 児と ADHD 児とで WISC-IV)のプロファイルを比較し、VLBW／VP 児に特有の神経認知特

性を特定した。WISC-IV プロファイルは、グループ間で同様のパターンを示し、VLBW／VP グルー
プは ADHD グループよりもキャンセル課題のスコアが低かった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 VP および VLBW として出生した小児には未熟児網膜症の既往がある児が含まれており、かつ、
絵の抹消課題は視覚抹消課題であるため、網膜症の有無が絵の抹消課題のスコアに影響するか
について評価した。しかし、未熟児網膜症と絵の抹消課題のスコアには関連性がなかった。 



 
 
 
 
 
 
 
 
ADHD と低出生体重児として出生した児の認知機能の比較は報告がない。今回の検討では視覚

性キャンセレーション課題である絵の抹消課題の評価点に差がみられ、ADHD の不注意症状と VP
および VLBW として出生した小児の不注意症状は認知的に異なることがわかった。VPおよび VLBW
として出生した小児は作業の遅さや視覚情報処理能力の低下が報告されており、絵の抹消課題
の評価点に ADHD と比較して低出生体重児の認知機能に低下が見られたことは矛盾しないと考え
た。不注意症状は学校の成績や学習技能に影響が大きく、学習支援の方法を検討する上で、重要
な結果が得られたと考えている。 
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